平成29年１月６日

税務手当の見直しについて

１　提案理由

　　特殊勤務手当については、社会情勢の変化等に応じて、適宜見直すこととしてきたところである。

平成26年度監査において、税務手当が特殊勤務手当として「危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務」に該当するかどうか、府民感覚や他の特殊勤務手当とのバランス等を考慮しながら検討を行うよう指摘を受けた。

今般、監査の指摘等を踏まえ、税務手当について検討を行った結果、次のとおり改正することとしたい。
２　改正内容

　（１）支給対象業務
税務手当の支給対象業務について、以下のとおりとする。

①納税義務者等と直接接して行う業務

・折衝、交渉
・府税の賦課徴収にかかる調査
・滞納処分にかかる業務（国税徴収法第142条に規定する捜索を含む）

②府税の賦課徴収のための内偵調査（張り込み及び追尾）
　（２）支給額
　　　支給対象業務にかかる手当の額は、地方交付税算定に用いる額及び他の都道府県の支給状況を勘案し、次のとおり改正する。

なお、現行の出張加算の日額550円を廃止する。
・勤務公署外において支給対象業務に従事したとき　　日額750円

・勤務公署において支給対象業務に従事したとき　　　日額250円

３　実施時期

　平成29年４月１日
４　協議期限
	【参考】Ｈ26年度監査結果

　・「著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務」に該当するかどうか、府民感覚や他の特殊勤務手当とのバランスも考慮しながら検証を行うこと。

　・特殊性の高い業務に支給対象・金額を重点化する等の方法について検討されたい。
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